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グローバリゼーションの動きを捉えるグロ バリゼ ションの動きを捉える

モノとカネの流出 流入の把握モノとカネの流出・流入の把握
国際収支統計（財務省、日銀：業務統計）
貿易統計（財務省：業務統計）貿易統計（財務省：業務統計）

通関ベース

本邦対外資産負債残高（財務省、日銀：業務統計）

世界全体の貿易構造の把握
UN International Trade Statistics （国連）

（参考）ヒトの流出・流入の把握（第5回講義参照）
出入国管理統計（法務省：業務統計）出入国管理統計（法務省：業務統計）
登録外国人統計（法務省：業務統計）

国際収支統計（Balance of Payments Statistics）国際収支統計（Balance of Payments Statistics）

種類：業務統計（主管：財務省 日本銀行）種類：業務統計（主管：財務省、日本銀行）
外国為替及び外国貿易法（第五十五条の九）
外国為替令（第十八条の九） に基いて作成

h に準拠IMF Balance of Payments Manual, 5th editionに準拠

月単位で作成
月次の他、四半期、暦年、年度データも公表月次 他、 半期、暦年、年度デ タも公表

計上の原則
輸出入共にFOB（free on board）ベース

運賃・保険料は含まれない → サービス収支に計上運賃・保険料は含まれない → サービス収支に計上

所有権移転をもって計上

国際収支の構造上の性質
「経常収支」の黒字と「資本収支＋外貨準備増減」の赤字がバランスす
る形になっている

実際には「誤差脱漏」があるため、多少のずれが発生

国際収支表（2010年）国際収支表（2010年）

貿易サービス収支 (a+b) 65,646 資本収支(e+f) -119,977
貿易収支(a) 79 789 投資収支(e) -115 636

(単位：億円)

　貿易収支(a) 79,789 　投資収支(e) 115,636
　　輸出 639,218 　その他資本収支(f) -4,341
　　輸入 559,429 外貨準備増減(g) -37,925

サ ビス収支(b) 14 143 誤差脱漏(h) 13 805　サービス収支(b) -14,143 誤差脱漏(h) -13,805
所得収支(c) 116,977
経常移転収支(d) -10,917

経常収支（a+b+c+d) 171,706 (e+f+g+h) -171,706

出典：財務省「国際収支統計」

外貨準備増減の赤字は
外貨準備の増加を、

黒字は外貨準備の減少黒字は外貨準備の減少
を示している

国際収支の構成項目（1）国際収支の構成項目（1）

経常収支経常収支
貿易・サービス収支＋所得収支＋経常移転収支 として定義

貿易・サービス収支貿易 サ ビス収支

貿易収支：輸出－輸入

サービス収支：サービス取引の収支
輸送収支（貨物 旅客運賃等）輸送収支（貨物・旅客運賃等）

旅行収支

その他サービス（通信、建設、保険、金融、情報、特許等使用料、等）

所得収支

居住者と非居住者間の賃金・給与、金融資産の利子・配当の収支
直接投資収益直接投資収益

証券投資収益

その他投資収益

国際収支の構成項目（2）国際収支の構成項目（2）

経常移転収支経常移転収支
官民の無償資金協力、寄付、贈与の収支

資本収支資本収支
投資収支＋その他資本収支 として定義

投資収支投資収支
直接投資
証券投資
金融派生商品
その他投資その他投資

その他資本収支
対価の受領を伴わない固定資産の提供、債務免除等

外貨準備増減外貨準備増減
通貨当局の管理下にある利用可能な対外資産（貨幣用金、SDR、
IMFリザーブ・ポジション、現金、預金等）の増減
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経常収支の推移（1985‐2010）
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出典：財務省「国際収支統計」
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出典：財務省「国際収支統計」

貿易統計（通関統計）貿易統計（通関統計）

種類：業務統計（財務省）種類：業務統計（財務省）
関税法（第百二条）に基いて作成

作成統計は３種類
普通貿易統計 通常貿易統計と称するのは これ普通貿易統計 通常貿易統計と称するのは、これ

特殊貿易統計
船舶・航空機積込燃料等、金貨および貨幣用金、通過外国貨物

船舶・航空機統計船舶 航空機統計
船舶・航空機国籍別統計

月単位で作成
月次の他、歴年、年度データも公表月次 他、歴年、年度デ タも公表

計上の原則、その他
輸出はFOB（free on board）ベース

輸入はCIF（cost  insurance and freight）ベース：運賃・保険料を含む輸入はCIF（cost, insurance and freight）ベ ス：運賃 保険料を含む

計上時点は、輸出は出港予定時、輸入は許可時

換算為替レートは税関長公示レート
銀行間直物中心相場の前々週における週間平均値銀行間直物中心相場の前々週における週間平均値

普通貿易統計普通貿易統計

大別して４種類の集計大別して４種類の集計
品目別：9桁の統計品目番号（上6桁はHarmonized System Codeとして
世界的に統一）世界的に統 ）

概況品別：いくつかの品目を統合

上記２つについては、国別、税関別にも細分して集計

運送形態別：航空貨物、海上コンテナ貨物の別

国別および総額
税関別に細分集計

貿易指数
金額指数：基準年の輸出入金額に対する比率金額指数：基準年の輸出入金額に対する比率

価格指数：輸出入単価からフィッシャー型価格指数を算出

数量指数：金額指数÷価格指数

貿易統計 品別国別表の例貿易統計 品別国別表の例

2010年1月～12月 8528 72 110 液晶カラーテレビ（小売用パッケージ）
（単位：台、1,000円）

Country 国名 年間数量 年間輸出額 Country 国名 年間数量 年間輸出額

103 大韓民国 7,165 490,499 208 ベルギー 16 3,405

105 中華人民共和国 3,479 262,276 210 フランス 2 403

2010年1月 12月　8528.72.110 液晶カラ テレビ（小売用パッケ ジ）

105 中華人民共和国 3,479 262,276 210 フランス 2 403
106 台湾 76,577 6,280,600 213 ドイツ 81 8,650
107 モンゴル 7 660 218 スペイン 11 2,270
108 香港 4,144 325,924 223 ポーランド 1 220
110 ベトナム 82 2,569 235 エストニア 2 432
111 タイ 13 2,626 245 チェコ 38 11,260
112 シンガポール 126 4,998 302 カナダ 29 4,274
113 マレーシア 162 34,645 304 アメリカ合衆国 20,575 2,120,726
117 フィリピン 17 2,608 305 メキシコ 13 2,256

イ ドネシ118 インドネシア 15 1,582 409 チリ 1 266
135 バーレーン 2 266 410 ブラジル 28 5,129
137 サウジアラビア 3 520 513 ギニア 1 210
138 クウェート 1 248 514 シエラレオネ 4 938
141 オマ ン 2 202 516 コ トジボワ ル 3 252141 オマーン 2 202 516 コートジボワール 3 252
143 イスラエル 5 1,320 517 ガーナ 3 675
147 アラブ首長国連邦 11 3,675 524 ナイジェリア 4 900
205 英国 76 6,612 527 カメルーン 1 225
207 オランダ 90 3 628 601 オーストラリア 40 5 797207 オランダ 90 3,628 601 オ ストラリア 40 5,797

合計 112,830 9,593,746

出典：財務省「普通貿易統計」

本邦対外資産負債残高本邦対外資産負債残高

種類：業務統計（主管：財務省 日本銀行）種類：業務統計（主管：財務省、日本銀行）
外国為替及び外国貿易法（第五十五条の九）
外国為替令（第十八条の九） に基いて作成

各年 月 日現在の対外金融資産負債の価値および構成を表各年12月31日現在の対外金融資産負債の価値および構成を表
したもの（年次データ）

四半期データも推計・公表されているが、年末時点以外は計数が確
定しない とに注意定しないことに注意

国際収支統計がフロー統計であるのに対し、ストック統計としての位
置付け

デ公表データ
全体集計の他に

直接投資残高は地域別、業種別直接投資残高は地域別、業種別

証券投資等残高は地域別、通貨別、証券種類別

も公表
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本邦対外資産負債残高の項目本邦対外資産負債残高の項目

直接投資直接投資
出資割合が10％以上となる投資先法人に対する出資、および貸付・借入、
再投資収益

証券投資証券投資
資産運用目的の株式および債券投資

原償還期間により、短期（1年以内）と中長期（1年以上）を区別

金融派生商品金融派生商品
金融派生商品の受払未済残高

その他投資
上記3項目および外貨準備のいずれにも該当しない資本取引

貸付・借入、貿易信用、現金・預金、雑投資等

外貨準備
通貨当局の管理下にある利用可能な対外資産

対外純資産 （=対外資産－対外負債）

本邦対外資産負債残高（2010年末現在）本邦対外資産負債残高（2010年末現在）

（単位：10億円）

直接投資 67,691 直接投資 17,502
証券投資 272 518 証券投資 152 451

資産 負債

証券投資 272,518 証券投資 152,451
　株式 55,562 　株式 80,537
　債券 217,256 　債券 71,914
　　中長期債 214,711 　　中長期債 42,877

短期債 2 544 短期債 29 038　　短期債 2,544 　　短期債 29,038

金融派生商品 4,287 金融派生商品 5,267
その他投資 129,700 その他投資 136,810
貸付 71 270 借入 91 182　貸付 71,270 　借入 91,182

　貿易信用 5,049 　貿易信用 2,378
　現・預金 14,359 　現・預金 10,730
　雑投資 39,023 　雑投資 32,520 内訳雑投資 , 雑投資 ,

外貨準備 89,330 公的部門 46,358

資産合計 563,526 負債合計 312,031 民間部門 205,137

純資産合計 251 495 うち銀行 45 675純資産合計 251,495  うち銀行 45,675

出典：財務省HP

対外資産負債残高の構成と対外純資産 （1996‐2010）
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